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  （単位：百万円） 

区   分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 
備考 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 補助金等収入 

 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

 自己収入 

  授業料、入学金及び検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 引当金取崩 

長期借入金収入 

 貸付回収金 

 目的積立金取崩 

前中期目標期間繰越積立金取崩 

引当特定資産取崩 

 

      計 

 

３，６５１ 

５９８ 

－ 

５０９ 

１１ 

１，２８４ 

１，１２６ 

－ 

－ 

１５８ 

１，４２３ 

－ 

－ 

－ 

１７ 

－ 

－ 

 

７，４９４ 

 

３，７２８ 

５４９ 

－ 

９２２ 

２２ 

１，３０７ 

１，１５４ 

－ 

－ 

１５２ 

２，００２ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１３２ 

－ 

 

８，６６４ 

 

７７ 

△４８ 

－ 

４１３ 

１１ 

２２ 

２８ 

－ 

－ 

△５ 

５７８ 

－ 

－ 

－ 

△１７ 

１３２ 

－ 

 

１，１６９ 

 

（注１） 

（注２） 

 

（注３） 

（注４） 

 

（注５） 

 

 

（注６） 

（注７） 

 

 

 

（注８） 

（注９） 

 

 

 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 補助金等 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 貸付金 

 長期借入金償還金 

 大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 

       

計 

 

４，９５２ 

４，９５２ 

－ 

６０９ 

－ 

５０９ 

１，４２３ 

－ 

－ 

－ 

 

７，４９４ 

 

４，７８３ 

４，７８３ 

－ 

５７１ 

－ 

８５８ 

１，５８７ 

－ 

－ 

－ 

 

７，８０１ 

 

△１６８ 

△１６８ 

－ 

△３７ 

－ 

３４９ 

１６３ 

－ 

－ 

－ 

 

３０６ 

 

 

（注 10） 

 

（注 11） 

 

（注 12） 

（注 13） 

 

 

 

収入－支出 － ８６２ ８６２  

 

 

 

 

 

 



 

○予算と決算の差異について 

 

（注１）運営費交付金については，授業料免除枠の追加交付による１百万円の増，退職手当の追加交

付による３１百万円の増，年俸制導入促進費の追加交付による３百万円の増，教育・研究基

盤維持経費の追加交付による３９百万円の増により，予算金額に比して決算金額が７７百万

円多額となっています。 

（注２）施設整備費補助金については，計画変更等により予算金額に比して決算金額が４８百万円少

額となっています。 

（注３） 補助金等収入については，予算段階では予定していなかった国からの補助金の獲得等により，

予算金額に比して決算金額が４１３百万円多額となっています。 

    また，補助金等収入には，授業料等減免費交付金が６３百万円含まれており，本補助金は授

業料等免除に使用しております。 

（注４）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金については，予算段階で想定していた交付額から

変更となったことにより，予算金額に比して決算金額が１１百万円多額となっています。 

（注５）授業料，入学金及び検定料収入については，予定より学納金の納入者数が増加したため，予

算金額に比して決算金額が２８百万円多額となっています。 

（注６）雑収入については，主として学生宿舎の入居見込者数が想定を下回ったことによる寄宿料収

入の減等により，予算金額に比して決算金額が５百万円少額となっています。 

（注７） 産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，積極的に受託研究等の獲得に努めたこと

により，予算金額に比して決算金額が５７８百万円多額となっています。なお，前年度から

の繰越額は２１７百万円です。 

（注８）目的積立金取崩額については，前中期目標期間繰越積立金へ組み替えたことにより，予算金

額に比して決算金額が１７百万円少額となっています。 

（注９）前中期目標期間繰越積立金取崩額については，退職手当および年俸制導入促進費の前年度繰

越額，令和２年度までに生じた目的積立金の未使用額および令和３年度決算により生じた目

的積立金相当額等により，予算金額に比して決算金額が１３２百万円多額となっています。 

（注 10）教育研究経費については，経費の節減に努めたこと，また，学内既定事業から関連補助金及

び間接経費へ執行を振り替えたことによる支出減等により，予算金額に比して決算金額が１

６８百万円少額となっています。 

（注 11）施設整備費については，（注２）および（注４）に示した理由により，予算金額に比して決算

金額が３７百万円少額となっています。 

（注 12）補助金等については，（注３）に示した理由等により，予算金額に比して決算金額３４９百 

万円多額となっています。 

（注 13）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については，（注７）に示した理由により，予算金額

に比して決算金額が１６３百万円多額となっています。 

 

 


